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健康経営②

要旨
▪企業に人的資本の情報開示を求める投資家の動きが活発化しており、米国では上場企業に対して情報開示が義務

化された。日本でも2021年6月のコーポレートガバナンス・コードに「人的資本」という言葉が初めて使用され、今後
開示が進められる流れになっている。

▪人的資本の情報開示ガイドラインとして2018年にISO30414という国際規格が策定された。ISO30414は11の項目
と58の指標で構成されており、項目に網羅性があることや計算式による定量化が容易であることから、今後人的資
本の情報開示においてデファクトスタンダードとなる可能性がある。

▪一方、日本では健康経営の取り組みが普及しており、特に健康経営のリーディングカンパニーは積極的に自社の情
報開示を行う動きが加速している。こうした人的資本の情報開示が進む背景や、日本企業における課題、健康経営
との関連性について日本人第1号のISO30414コンサルタントである株式会社HCプロデュースの保坂駿介氏にお
話をうかがった。

企業における人的資本の情報開示と
健康経営の動向

1 企業に人的資本の情報開示を求める
投資家の動きとその背景

Ｑ．保坂様は2021年10月にHCプロデュース社を立ち上げら
れ代表に就任されましたが、今後どのような活動に取り
組もうとされているか、自己紹介も兼ねて教えていただけ
ますか。

2021年9月まで、株式会社ドリームインキュベータ（DI）の
組織人材プラクティスグループにおいて、日本初のISO30414 
コンサルティング会社として、人的資本に関するサービスを展開 

していました。もともとDIでは、クライアント企業の後継者計画
の一環として、経営幹部の育成をご支援していました。2020年か
ら人的資本とISO30414に着目し、国際的な動向を調査する中
でISO30414を策定したTC（Technical Committee）260のエ
キスパートとの知己を得ました。彼らに師事し、ISO30414のプロ
フェッショナル認証資格の取得を進める中、彼らから米国証券
取引委員会（以下、「SEC」）の人的資本の情報開示の義務化に
関するニュースが入って来ました。このような世界的な潮流や
日本国内での関心の高まりを受け、DIも出資する、人的資本の
サービスに特化した新会社を創ることにしました。株式会社HC
プロデュースは、DIの組織人材プラクティスグループの事業を引
き継ぎ、経営幹部育成のご支援に加え、日本企業のISO30414の 

～人的資本の情報開示ガイドラインであるISO30414とは～
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導入・認証取得や、人的資本の開示戦略作りのご支援、各種指標
のベンチマーク作りを行っていきます。

Ｑ．企業に人的資本の情報開示を求める動きが強まっている
と聞いています。なぜ今人的資本が注目されているのか、
その背景について教えていただけますか。 

米国の事例ですが、S&P500銘柄の企業価値は9割が無形資産
という推定が出されています（図1）。無形資産＝人的資本ではあ
りませんが、無形資産である特許やソフトウェアなどの技術を生
み出すのは人であり、そうした観点から投資家の人的資本に対す
る注目が高まっているといえます。

日本でも、少子高齢化の加速化や、産業のグローバル化・デジ
タル化、M＆Aが活発化する中、人材の流動性が高まり、企業内
でイノベーションや付加価値を生み出せる人材が重視されるよう
になっています。そうした人材を採用・育成し、勤務継続させるこ
とができているのかに投資家が注目するようになっています。昔
からいわれてきた「事業は人なり」という言葉が本当の意味で問
われる時代になってきています。

Ｑ．人的資本の情報開示は海外で先行しているようですが、
その具体的な内容と日本への影響について教えていただ
けますか。

米国では、2017年に、計315兆円超の資産規模を持つ25の機関
投資家が、SECに対して、人的資本に関する情報開示の拡大を
求めるロビイングを開始しました。また、2019年には世界最大の

資産運用会社であるブラックロックが、人的資本マネジメントを
同社が重要視する投資判断基準の一つに採用しました。こうした
流れを受け、2020年8月26日に、SECは人的資本に関する情報開
示をルール化し、米国上場企業に対し人的資本に関する重要事
項の情報開示を義務化したのです。企業の中長期的な成長余力
を見極めるには財務指標の開示だけでは不十分だという投資家
の声がSECを動かしたといえます。また、ここ数年ESG投資が活
発になっていますが、ESGの「S」（社会）には「ダイバーシティ」な
ど人的資本に関連する要素が含まれており、そうした流れも人的
資本の情報開示を後押ししたといえます。

一方、日本でも2021年6月にコーポレートガバナンス・コードが
改訂されましたが、その中で初めて「人的資本」という言葉が使わ
れ、人的資本について「自社の経営戦略・経営課題との整合性を
意識しつつ分かりやすく具体的に情報を開示・提供すべき」とい
う文言が盛り込まれました。具体的に何をどう開示していくかの
検討はこれからですが、日本でも今後人的資本の情報開示は避
けて通れないと考えています。

Ｑ．人的資本の情報開示が進んでいる背景についてよく理解
できました。今後人的資本の情報開示がどのように進ん
でいくのか、また開示が進むことによって投資家は何を期
待しているのかについて、保坂様のお考えをお聞かせいた
だけますか。

人的資本の情報開示は、投資家との対話という点で、まずは
上場企業で先行して進むと考えています。しかし、人的資本の要
素にはダイバーシティーや組織風土なども含まれています。そう
した要素は、求職者（就活生や転職活動者）にとっても就業先を 

【図1】米国企業における無形資産の割合推移
（出典：Ocean TOMO, “Intangible Asset Market Study” 2021年4月）

※Intangible Assets: 特許、著作権、ソフトウェア、ブランド等を含む、無形資産の市場価値
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決める上で参考にしたいはずですから、優秀な人材を採用しよう
と思えば、将来的には非上場の企業も人的資本の情報開示を迫
られるのではないかと思います。

それでは、人的資本についてどのような情報を開示すればよ
いのかということですが、この点についてこれまで統一された
ルールはありませんでした。SECも原則論としては「その企業に
とって重要と思われる事項（マテリアリティ）を開示せよ」という
姿勢です。実態としても、国や業界、さらには企業毎に労働・雇
用に関する状況は大きく異なりますので、グローバルにルール
を完全に統一するのは難しいと考えています。一方で、国や業界
を横断して共通する点については、同じルールで開示出来たほ
うが望ましいともいえます。後でご説明しますが、ISO30414とい
う国際規格は現状で最も網羅的に人的資本を指標化しており、
今後デファクトスタンダードとして企業が利用していくのではな
いかと考えています。

投資家の関心としては、企業の人的資本への取り組みが将来
的な財務パフォーマンスにどの程度影響を与えるかという点にあ
ると思います。しかし、人に対する投資が財務や株価等の結果に
表れるまでには2～3年の時差があるでしょうし、現状ではそうし
たデータが十分に蓄積されているともいえないため、検証には時
間を要すると考えています。

2 人的資本の情報開示ガイドライン
としてのISO30414

Ｑ．人的資本の情報開示についてよく理解できました。先ほ
ど人的資本の情報開示の国際規格としてISO30414をご
紹介いただきましたが、具体的にどのような国際規格な
のか教えていただけますか。

ISO規格としてはこれまでも9001（品質）、14001（環境）などが
発行されています。ISO規格という意味ではISO30414も同じマネ
ジメントシステム規格に属します。しかし、ISO9001やISO14001が

「義務」（Requirements）であるのに対して、ISO30414は「ガイ
ドライン」（Guidelines）という位置付けであるという違いがあり
ます。先ほどもお話したとおり、人的資本について何を開示するか
は、国や業界、企業の人材戦略によって大きな差があるため、一
律に決められるものではありません。そのため、「必ずこの項目を
開示しなさい」という要求事項規格ではなく、ガイドラインという
位置付けになっているのです。

ISO30414は2018年に策定されましたが、元になったのは 
GRI注1）、IIRC注2）といった既存のガイドラインや世界各国の人事
のベストプラクティスです。ISO30414は企業が自社の成長のため
のツールとして活用できます。ISO30414は11の項目と58の指標 

（図2）で構成されていますが、各指標には計算式が含まれるもの

【図2】ISO30414の全体像（11項目と58の指標で構成されたガイドライン）　　　　　　　　　　　　　　　　  （出典：ISO30414原文のP.8～11 Table2を基に作成）
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が多く、各企業の人事施策を定量的に測定し比較することが可能
となります。計算式がすべて完璧とはいえませんが、指標を単純
化・定量化する上では合理的ですし、従来定性的な評価が多かっ
た人事施策を定量化して改善に繋げられるという点はISO30414
の特長といえます。

ISO30414の中には、企業にとって既に情報開示している項目
も含まれると思います。特に、倫理、コンプライアンス、ダイバーシ
ティ、組織風土、健康・安全・幸福などの項目は、サステナビリティ
との関係で従来から開示が進んでいた項目です（図3）。一方、そ
れ以外の項目として、コスト、リーダーシップ、生産性、後継者計画
などは新たに取り組むことになる企業も多いと思います。このよう
にISO30414の項目は非常に網羅的といえます。ISO30414を基に
して人的資本の情報開示を進めていくことで、項目の抜け漏れが
なくなりますし、指標が定量化されることでKPIの設定等にも役
立つものだと考えています。

 

Ｑ．ISO30414の活用が企業の人的資本取組に有用であ
ることがよく理解できました。一方で、今後日本企業が
ISO30414を利用する上で何か注意する点があれば教え
てください。

まず、各指標の計算式を使って出された数値は「良し悪し」を判
定するものではない点に注意が必要です。例えば「女性管理職比
率」は一般的に高い方が良いとされていますが、単純に数字が高
ければ良いわけではなく、業界特性や自社の経営戦略に応じて
適正な比率を検討すべきものです。自社の単年度の数値で何か
を判断するのではなく、業界内の他社や自社の時系列データな
ど、比較するデータがあって初めて意味を持つといえます。

次に、ISO30414は欧米の当事者が中心となって策定した
規格であるため、欧米の労働慣行が前提となっている点が 
挙げられます。例えば「重要ポストの内部登用率」といった項目
がありますが、この項目は企業で「重要ポスト」が定義・明確化さ
れている前提で設定されています。ジョブ型の雇用慣行であれば、

「重要ポスト」とは「CEOに直接レポートする役職・役割」といっ
たように明確に定義がされていますが、日本企業の場合はそうで
はないため、まずは自社にとっての「重要ポスト」を定義するとこ
ろから始める必要があります。つまり、あらかじめ数値算出の前提
として必要な取り組みがなされていて初めて数値が算出できる
指標が含まれています。

最後に、ISO30414の項目を開示すること自体が目的ではない
という点にも注意が必要です。情報開示に先立ち、自社の事業戦
略に応じて、どのようなストーリーで人的資本の情報開示を行っ
ていくかを考えることが重要です。自社にとっての重要項目（マテ
リアリティ）は何なのかを議論した上で、戦略的に情報を開示し
ていく必要があるでしょう。

Ｑ．今後企業がISO30414の認証を得るにはどうすれば良い
のか、また既に認証を受けている企業があるのかについ
て教えていただけますか。 

ISO30414の認証を受けるためには、58の指標のうち7割以上
についてデータを取得し、改善に活用していることが必要になり
ます。認証は民間企業が行っており、主にISO30414を策定したメ
ンバーが関与して行っています。単年だけデータを取っただけで
は活用に結びつきづらいので、3年程度はデータを蓄積し改善に
活用していることが望ましいといえるでしょう。既に人的資本の 

【図3】ISO30414とサステナビリティの「社会」との関係性

ISO30414 サステナビリティ（GRI、SASB注3））
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データを取得し蓄積している企業であれば良いですが、まだデー
タ化が出来ていない企業も多いのが実情です。そうした企業で
は、今後に向けて人的資本のデータを取得、蓄積する仕組みを整
備する必要があるでしょう。

次に認証の実績ですが、海外では2021年1月にDWS（ドイ
ツ銀行のアセットマネジメント会社）が認証を受け、世界初の
ISO30414取得企業となりました。3月にはドイツ銀行でも認証を
取得しています（図4）。米国でも認証取得に向けた動きが活発化
しています。日本でも大手の化学メーカーがISO30414を活用し
た人的資本マネジメント体制の構築を開始し、投資家との対話を
進めています。その他、大手都市銀行、大手電機メーカー、総合商
社などで、ISO30414の活用を検討する動きが出てきています。人
が重要な経営資源となる業界ほど、ISO30414への関心が高いと
感じています。

3 日本における健康経営の取り組みと
人的資本の情報開示

Ｑ．人的資本とも関連すると思いますが、日本ではここ数年
健康経営に強い関心が寄せられています。特に経済産業
省が推進する「健康経営優良法人認定制度」は2020年度
時点で大規模法人部門は約1,800社、中小規模法人部門
で約7,900社が認定されており、認定企業数も毎年増加
しています。特に「健康経営銘柄」や「ホワイト500」といっ
た名称を冠する健康経営のリーディングカンパニーには
情報開示を求める取り組みが開始されており、「健康経
営優良法人2022」からは「ホワイト500」の認定要件とし
て健康経営度調査の評価結果開示が加えられる見通し
となっています。こうした健康経営の取り組みや評価結
果開示の動きについて、保坂様がどのように捉えていらっ
しゃるかをお聞かせください。

人的資本の情報開示と同じベクトルの動きだと考えています。
ISO30414でいえば、健康経営に関連する項目は「健康・安全・ 

【図4】ドイツ銀行のHuman Capital Reportの例（ISO30414遵守に関する明記あり）
（出典：ドイツ銀行ウェブサイト＜https://gmc.db.com/static/HR_Report_2020_EN.pdf＞）
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注）

1）GRI： Global Reporting Initiativeの略で、サステナビリティに関する国際基
準の策定を行っている非営利団体

2）IIRC： International Integrated Reporting Councilの略で、GRI同様サス
テナビリティに関する国際基準の策定を行っている非営利団体

3）SASB： Sustainability Accounting Standards Board（サステナビリティ
会計基準審議会）の略称で、ESG要素に関する開示基準を策定している非営
利団体

健康経営②

幸福」になると思いますが、この項目は大企業・中小企業ともに開
示が推奨されており、開示の重要性が高い項目と考えられます。
投資家とすれば、投資先の労働環境等をしっかりと見極め、人的
資本が毀損されるリスクがないか、という観点で把握したい項目
であると思います。また、求職者にとっても、将来的に自分の働く
場を見極めるという点で重視される項目になると考えられます。
つまり、日本企業が健康経営に積極的に取り組みその評価を開
示することは、グローバルに進む人的資本の情報開示という観点
からも評価を受けられるものと期待できます。

もともと日本企業は海外企業に比べ、健康や安全に関する取り
組みに熱心な印象があります。健康経営の取り組みは日本企業
が今後より積極的に「強み」として投資家にアピールできる点で
はないでしょうか。新型コロナウイルス感染症の影響もあり、最近
は海外でも「健康・安全・幸福」に関する情報開示が増えてきてい
るように感じます。

Ｑ.最後に、中長期的に人的資本を高めていくためのポイ
ントについて、改めて企業に向けたメッセージをお願いし
ます。

ISO30414は自社の人的資本の状況を適切に把握し開示する
便利なツールですが、「開示自体」が目的とならないよう注意が必
要です。あくまでツールであり、自社の理想像や経営戦略に基づ
いてツールを活用するという意識が重要です。自社がどのような
組織であり、どのような会社でありたいのか、将来のビジョンや経
営戦略によって、人的資本において重視すべき指標や開示する指
標は当然変わってきます。経営戦略に基づいた人的資本の取り
組みを進める上で、ISO30414などの指標を上手に活用していく、
そのような姿勢で取り組んでいただければ、企業にとっても投資
家にとっても実りの多い取り組みになると信じています。

以上
（本文中の図は保坂駿介氏提供）
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